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１ 基本的な考え方 

（１）策定の趣旨 

市町村が運営する国民健康保険は、被用者保険に加入する者等を除く全ての者

を被保険者とする公的医療保険制度であり、国民皆保険の最後の砦ともいえるも

のである。 

しかし、小規模保険者の存在等の財政運営上の構造的な課題や、事務処理の実

施方法のばらつき等の事業運営上の課題があるため、平成30年度から、国民健康

保険制度の安定化を図るため、国民健康保険への財政支援を拡充するほか、都道

府県が、国民健康保険の財政運営の責任主体として、事業運営において中心的な

役割を担うこととなった。 

平成30年度の国民健康保険制度改革以来、県と市町の財政運営は概ね順調に実

施されている一方、小規模保険者の存在、被保険者数の減少、医療の高度化・被

保険者の高齢化による医療費の増加、医療資源の地域偏在等の課題は続いている。 

このような中、今後も、国民健康保険制度が、給付と負担のバランスがとれた

持続可能な制度であるためには、従来の安定的な財政運営の確保に加え、「保険

料水準の平準化」や「医療費適正化」に向けた取組みによる「都道府県単位化の

趣旨の更なる深化」を図る必要がある。 

県は、香川県国民健康保険運営方針（以下「運営方針」という。）において、安

定的な財政運営、保険給付の適正な実施及び事務の効率化、広域化の推進に関す

る事項等を定め、県と市町が一体となって、財政運営、資格管理、保険給付、保

険料率の決定、保険料の賦課・徴収、保健事業その他の保険者の事務を共通認識

の下で実施するとともに、事業の広域化や効率化を推進する。 

（注）本運営方針において、「保険料」「保険料率」には、「保険税」「保険税率」を含むも

のとする。 

 

（２）対象期間 

令和６年度（2024 年度）から令和 11 年度（2029 年度）まで（６年間） 

 

（３）根拠規定 

国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号）第 82 条の 2 

 

（４）運営方針に定めた事項の評価、継続的改善に向けた取組み 

将来にわたって国民健康保険事業の適正かつ安定的な運営を確保するため、運

営方針に定めた事項について、継続的に改善を図る必要がある。 
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市町は、運営方針や国通知に基づき、予算編成や事業計画を策定し、適正かつ

安定的な事業運営を行う。 

県は、市町に対して事務打合せやヒアリング等の機会を活用して、取組状況を

定期的に把握分析し、必要な助言を行うとともに、毎年、香川県国民健康保険運

営協議会に取組状況や評価を報告することにより、運営方針に定めた事項につい

て、継続的に改善を図り、必要に応じて、見直しを行うものとする。 

 

（５）SDGs(Sustainable Development Goals)との関係 

本運営方針の取組みは、SDGsの目標3「すべての人に健康と福祉を」の理念と

方向性が同じである。 

 

２ 国民健康保険の医療費、財政の見通し 

（１）世帯数及び被保険者数の状況 

世帯数及び被保険者数は減少傾向が続いており、令和４年度の世帯数は

123,165世帯、被保険者数は183,647人となっている。 

前期高齢者（65歳以上75歳未満の者）数も減少傾向にあり、令和４年度は95,119

人で被保険者数の51.8％を占めている（表１）。 

 

表１：世帯数、被保険者数の年度別推移（年度平均） 

 
資料：厚生労働省「国民健康保険事業年報」（令和４年度は速報値） 
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（２）世帯主の職業構成 

令和３年度における世帯主の職業別の構成割合は、無職者（年金受給者を含む）

が54.6％と最も高く、次いで非正規労働者等の被用者27.1％、農林水産業2.7％と

なっている（図１）。 

 

図１：世帯主の職業別の構成割合の推移（擬制世帯を除く）（各年９月末現在） 

 
資料：厚生労働省「国民健康保険実態調査」 

 

（３）所得状況 

本県の１人当たり所得は、平成28年度以降同水準で推移しており、全国と比べ

ると低い状況にある（図２）。 

 

図２：１人当たり所得の推移（前年所得） 

   

資料：厚生労働省「国民健康保険実態調査」（令和４年度は速報値） 
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（４）国民健康保険の医療費の動向 

本県の１人当たり医療費は、増加傾向にあり、令和２年度は新型コロナウイル

ス感染症の影響等により減少したものの、令和３年度から増加に転じている。全

国と比べると高い状況にある。 

本県の１人当たり医療費の伸び率の推移は、概ね全国の推移と同じ動きとなっ

ている（図３）。 

 

図３：１人当たり医療費の推移と対前年度伸び率 

 
資料：厚生労働省「国民健康保険事業年報」（令和４年度は速報値） 

※全国の１人当たり医療費（令和４年度）は、未公表 

 

（５）国民健康保険の医療費の見通し 

令和12年度までは、本県の１人当たり医療費は増加傾向にあるものの、被保険

者数が減少傾向にあることから、推計医療費は減少傾向にある。 

 令和12年度以降、被保険者数の減少傾向が緩やかになり、その後増加傾向に転

じるが、１人当たり医療費は引き続き増加傾向にあることから、推計医療費は増

加に転じる見込みである（表２）。 
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表２：国民健康保険医療費の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【医療費推計の数式】 

 年度別推計医療費 

 ＝ 推計年度における被保険者数 × １人当たり医療費 

 

 

【推計年度における被保険者数】 

  「かがわ人口ビジョン（令和２年３月改訂版）」をもとに、厚生労働省「国民健康保険実

態調査」との乖離等を考慮したうえで、国民健康保険加入割合（推計値）を乗じて算出。 

 

【１人当たり医療費】 

  令和３年度の１人当たり医療費に、平成28年度から令和3年度の1人当たり医療費の年平均

伸び率を参考に推計した伸び率を乗じて算出。 

 

【使用データ】 

 ・厚生労働省「国民健康保険事業年報」、「国民健康保険実態調査」 

 ・かがわ人口ビジョン（令和２年３月改訂版） 

 

（６）国民健康保険の財政状況 

① 県国民健康保険特別会計の決算収支状況 

県では、県単位化した平成 30 年度以降、特別会計を設置し、必要な支出を

国民健康保険事業費納付金（以下「納付金」という。）や国庫負担金等によりま

かなっており、決算収支状況は黒字が継続している（表３）。 

1 人当たり納付金（県平均）は、公費による激変緩和もあり、微増となって

いる。一方、各市町の所得水準や医療費水準の差により、市町ごとの１人当た

り納付金に差が生じている（図４）。 
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表３：県国民健康保険特別会計の収支状況（単位：百万円） 

 

 

図４：１人当たり納付金の推移 

 

資料：香川県医務国保課調べ 

 

② 市町国民健康保険特別会計の決算収支状況 

市町国民健康保険特別会計の決算収支状況（県合計）については、県単位化

以降も黒字が継続している。 

令和元年度以降、一般会計からの決算補填等目的の法定外繰入をしている市

町数及び金額は減少し、令和４年度は皆減となっている。 

また、令和２年度以降、基金保有額は増加しており、単年度収支状況の赤字

額は減少傾向にある（表４）。 

  



7 

 

表４：市町国民健康保険特別会計の収支状況    （単位：百万円） 

資料：厚生労働省「国民健康保険事業年報」（令和４年度は速報値）  

※（ ）内は保険者数 

※「単年度収入額（D)」は「収入額（A）」から「基金繰入（取崩）金」・「（前年度からの）

繰越金」を控除したもの。 

※「単年度支出額（E）」は「支出額（B）」から「基金積立金」・「前年度繰上充用（欠損補填

金）」・「公債費」を控除したもの。 

※端数処理を行っているため、差引額が合わないものがある。 

 

（７）赤字解消・削減に向けた取組み 

① 赤字の定義 

市町が解消・削減すべき赤字額は、「決算補填等目的の法定外繰入金」と「前

年度繰上充用金のうち新規増加分」の合算額とする。 

 

② 赤字解消・削減に向けた取組み 

決算において赤字が生じ、赤字が生じた年度の翌々年度までに予算ベースで

赤字解消が見込まれない市町は、医療費水準、保険料率の設定、収納率等につ

いて要因分析を行い、県と協議のうえ、必要な取組みを定めた赤字解消・削減

計画を策定する。 

計画を策定した市町は、早期に赤字を解消するよう、引き続き要因分析を行

い、県と協議のうえ、計画に定めた取組みを実施する。 

県は、計画を策定した市町と協議のうえ、目標年次や必要な取組みについて

見直しを助言することに加え、新規に計画を策定する市町の発生を防ぐため、

単年度で決算補填等目的の法定外繰入れ等が生じた市町に対して、要因分析と

具体的な取組みについての報告を求める。 
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（８）財政安定化基金の活用 

国民健康保険事業の安定的な運営のため、医療給付費の増加や保険料収納不足

等により財源不足となった場合に備え、県は、財政安定化基金を設置し、県と市

町に対し、貸付又は交付を行うことに加え、年度間の財政調整に活用する。 

 

① 市町に対する貸付 

市町において、保険料収納額が見込みを下回ったことにより財源不足となっ

た場合、県は、貸付を受けようとする当該市町の申請に基づき、貸付額を決定

する。 

県は、貸し付けた市町の貸付年度の翌々年度以降の納付金に、償還に必要な

額を上乗せすることとする。なお、償還期間は原則３年とする。 

 

② 県国民健康保険特別会計への繰入れ 

県国民健康保険特別会計において、保険給付費の増大による財源不足となっ

た場合、県は、財政安定化基金を取り崩し、県特別会計に繰入れを行う。県は、

翌年度以降の納付金に当該取崩相当額を含めて、市町から徴収することにより

償還する。 

 

③ 市町に対する交付 

市町において、災害の発生等、多数の被保険者の生活が著しい影響を受けた

ことにより、保険料収納額が大きく見込みを下回った場合等、特別な事情と認

められる場合、県は、財政安定化基金を取り崩し、当該市町に交付金を交付す

ることができる。交付額は収納不足額の２分の１以内とし、市町の特別な事情

に応じて、県は、その交付額を決定する。 

交付額の補填については、交付の原因となった特別の事情を考慮して、県、

市町が協議し、県がその按分方法を定めるものとする。 

 

④ 財政調整事業の活用 

令和４年度から、医療費水準の変動や前期高齢者交付金の精算等に備え、決

算剰余金を財政調整事業分として基金に積み立て、国民健康保険の安定的な財

政運営の確保を図るために必要があると認められる場合に、積み立てた額の範

囲内で基金を取り崩し、県国民健康保険特別会計に繰り入れて活用する。 
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３ 市町の保険料の標準的な算定方法及びその水準の平準化に関する事項 

（１）現状 

① 保険料・税の別と算定方式 

県内は、保険料が１市、保険税が16市町となっている。 

保険料の算定方式は、３方式（均等割、平等割、所得割）が15市町、４方式

（均等割、平等割、所得割、資産割）が２町となっている。 

 

② 賦課限度額と賦課割合 

賦課限度額は、全市町が国民健康保険法施行令（昭和 33 年政令第 362 号）

または地方税法施行令（昭和 25 年政令第 245 号）のとおりに設定している。 

賦課割合（応能割：応益割の比率）は市町がそれぞれ設定しており、令和４

年度の県全体の賦課割合は、52：48 となっている。 

 

（２）保険料水準の統一 

県内の市町の保険料水準の統一を進めることは、県単位化による安定的な財政

運営の観点から重要である。従来の市町の被保険者相互の支え合いに加え、市町

相互の支え合いにより、国民健康保険制度が将来的に持続可能なものとなる。 

 

本県における保険料水準の統一は、「同一所得・同一世帯構成であれば、県内

のどの市町に住所を有していても、同一料率・同一料額となる状態」を目指す。 

保険料水準の統一を実現するためには、納付金の算定過程において統一的な取

扱いとなっていない医療費水準や収納率、各市町における保健事業等の各種取組

みを統一化していく必要がある。このため、保険料水準の統一の目標年度を令和

18年度とし、ロードマップを作成し、段階的に取り組むこととする。 

段階的に取り組む内容は以下のとおりとする。 

 

① 第１段階では、納付金算定において、各市町の医療費水準を反映しないこと   

とする。また、納付金算定の対象経費として、出産育児一時金、葬祭費、審査   

支払手数料を加える。 

② 第２段階では、保健事業等の市町間で取組みに差異がある経費等について、   

標準化を検討して算定基準を統一し、対象経費に加える。 

③ 第３段階では、収納率の高低で保険料率が変化しないよう、市町ごとの規模   

に応じて、標準的な収納率を設定する。 
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（３）納付金及び標準的な保険料率の算定方式 

「国民健康保険における納付金及び標準保険料率の算定方法について（ガイ

ドライン）」（令和３年９月 15 日付け厚生労働省保険局長通知）において、県は、

市町ごとの「年齢調整後の医療費水準」と「所得水準」に応じて納付金を算定す

ることとされており、納付金の配分に当たっては、県全体の医療分・後期高齢者

支援金分・介護納付金分を個別に算定し、それぞれを市町ごとに３方式（人数、

世帯数、所得のシェア）により算定した額を合算する。 

 

① 納付金算定における医療費指数反映係数（α） 

医療費指数反映係数（α）は、市町ごとの年齢調整後の医療費水準を市町ご

との納付金にどの程度反映させるかを調整する係数である。 

平成30年度から令和５年度の納付金算定では、市町ごとの年齢調整後の医療

費水準を市町ごとの納付金の配分に全て反映することとしていた(α＝１)。 

令和６年度以降は、急激な医療費の増加による納付金の変動リスクを軽減す

るため、医療費指数反映係数（α）は、納付金の配分に反映させないこととす

る（α＝０）。 

なお、令和10年度までは、α＝０に伴い納付金が増加する市町と納付金が減

少する市町との間で相互扶助することにより激変緩和を講じる。 

 

② 納付金算定における所得係数（β） 

所得係数（β）は、納付金総額のうち所得のシェアで配分する割合であり、

医療分・後期高齢者支援金分・介護納付金分のそれぞれについて、全国平均を

１とした場合の県の所得水準に応じて算出した割合を所得係数（β）と定める

ことが原則とされている。（β＝対全国平均） 

 平成30年度から令和５年度の納付金算定では、所得係数（β）は原則のとお

り対全国平均としていた。 

令和６年度から保険料水準の統一までの間は、低所得世帯の負担を軽減する

観点から、経過措置として県独自の所得係数（β’＝１）とする。 

保険料水準の統一以降の取扱いについては、県内の所得や被保険者数、世帯

数の状況を勘案しながら、検討する。 

   

③ 納付金として集める範囲 

県が市町ごとの納付金を算定する際には、納付金算定総額に出産育児一時金、

葬祭費、審査支払手数料を含めて算定する。 
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その他保健事業等について、市町ごとにその取組状況が異なるため、引き続

き、事業の標準化を進め、納付金の対象経費の拡大に向けて検討する。 

 

④ 保険料・税の別と算定方式 

保険料・税の別は、賦課（課税）権の期間制限や徴収権の消滅時効等の取扱

いが異なるため、被保険者の負担の公平性を確保する観点から統一を進める必

要があるが、今後、統一に伴う影響等について検討する。 

保険料水準の統一までの間における標準的な保険料率の算定方式は、３方式

（均等割、平等割、所得割）とするとともに、保険料水準の統一以降の取扱いも

見据え、２方式（均等割、所得割）について研究する。 

 

⑤ 標準的な賦課限度額及び賦課割合 

標準的な賦課限度額は、国民健康保険法施行令または地方税法施行令のとお

りとする。 

また、保険料水準の統一までの間は、保険料率改定に伴う低所得者の負担軽

減を図る観点から、標準的な賦課割合は、応能割：応益割＝50：50とする。応

益割の内訳である均等割と平等割の標準的な割合は、70：30となるよう、医療

分、後期高齢者支援金分、介護納付金分のいずれも均等割指数（応益割に占め

る均等割の割合）は0.7とする。 

 

⑥ 標準的な収納率 

標準的な収納率は、県が市町ごとの標準的な保険料率を算定する際に基礎と

なる値であり、市町の収納率の実態を踏まえた実現可能な水準としつつ、かつ、

低い収納率に合わせることなく適切に設定する必要がある。 

標準的な収納率の設定に当たっては、保険料上昇や経済動向の激変に伴う収

納率の低下等により保険料収納必要額を確保できないリスクを最小限に留め

る必要があることから、市町ごとに直近３か年度の最低値とする。 

保険料水準の統一以降の標準的な収納率については、収納率の高低で保険料

率が変化しないよう市町の規模に応じた設定とする等、収納率の状況を勘案し

ながら検討する。 

 

４ 保険料の徴収の適正な実施に関する事項 

（１）保険料収納率の現状 

本県の現年度分の保険料収納率は、横ばいとなっており、平成 30 年度以降は、



12 

 

全国よりも低い水準が続き、全国との差が拡大している。 

全国の現年度分の保険料収納率は、上昇傾向となっており、平成 27 年度から

２％ポイント以上上昇している（図５）。 

  図５：現年度分の保険料収納率 

 

 

 

 

 

 

   

 
資料：厚生労働省「国民健康保険事業年報」 
※全国の保険料収納率（令和４年度）は未公表 

 

（２）収納対策の実施状況等 

① 収納対策の実施状況 

市町は、収納対策として、口座振替のほか、コンビニ収納、マルチペイメン

トネットワーク（ＭＰＮ）の利用等、各市町の実情に応じた取組みを実施して

いる（表５）。 

表５：収納対策の実施状況（令和４年 12 月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：香川県医務国保課調べ 
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② 滞納世帯数・割合 

本県の滞納世帯割合は平成30年以降減少傾向にあったが、令和４年は11.5％

となった。全国では、減少傾向で推移している（表６、表７）。 

 

表６：滞納世帯の状況（令和４年６月１日現在） 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「令和３年度国民健康保険（市町村）の財政状況について」 

 

表７：滞納世帯割合の推移（各年６月１日現在）（単位：％） 

 

資料：厚生労働省「令和３年度国民健康保険（市町村）の財政状況について」  

 

③ 短期被保険者証及び被保険者資格証明書の交付状況 

令和４年６月１日現在の短期被保険者証及び被保険者資格証明書の交付状

況を見ると、短期被保険者証の交付割合は、国民健康保険世帯の 4.0％、被保

険者資格証明書の交付割合は、国民健康保険世帯の 1.0％となっている（表８）。 

 

表８：短期被保険者証等の交付状況（令和４年６月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

資料：厚生労働省「令和３年度国民健康保険（市町村）の財政状況について」  
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（３）収納率目標の設定 

① 収納率目標設定の考え方 

県は、収納率の状況、収納対策の実施状況等を確認のうえ、市町が達成すべ

き収納率目標について、全国の収納率の中央値を参考に、計画期間中の目標値

をあらかじめ設定するとともに、収納率目標を達成した市町に対し、インセン

ティブを付与し、県全体の収納率向上を図る（表９）。 

市町は、収納率目標の達成に向けて計画的に取り組む。 

 

表９：収納率目標              （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 収納不足についての要因分析等 

収納率目標に下限値を設定し、その下限値を達成していない市町は、未達成

の要因分析（滞納状況、口座振替率等）や収納対策を検討し、県に報告する。 

 

（４）市町において実施する収納対策 

① 納付環境の整備 

市町は、口座振替推奨の原則化の実施や、24 時間対応が可能なコンビニ収納、

eL-QR 等を活用したオンライン納付方法等、市町の実情に応じた納付環境を整

備し、保険料納付の利便性を高める。 

    

② 香川県収納対策マニュアルの策定及び活用 

市町は、県とともに、国保料徴収担当職員の滞納整理業務等の円滑な実施の

参考となるよう、「香川県収納対策マニュアル」を策定するとともに、好事例

等について共有することにより収納率向上を図る。 
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③ 新規滞納の発生抑制 

現年分の収納対策に早期着手することにより、滞納繰越額が圧縮され、滞納

処分に要する事務も軽減されることから、市町は、現年分の督促、文書催告、

電話等による催告、きめ細かな納付相談を実施するとともに、生活困窮者等に

対しては、関係課と調整する等、全庁体制で新規滞納の発生を抑制する。 

  

④ 滞納世帯に対する給付と負担の公平性の確保 

市町は、滞納が長期にわたる世帯に対し、納付の勧奨や納付相談、特別療養

費の支給に関する手続きを適切に実施することにより、接触の機会を確保し、

給付と負担の公平性を確保する。 

 

（５）県による助言 

市町の取組みの違いにより、被保険者間に不公平が生じることがないよう、県

は、以下の取組みを行う。 

・ 香川県収納対策マニュアルの策定・更新を行う。 

・ 保険料納付に係る口座振替やコンビニ収納の推進等、納付環境の整備に向

けた市町の取組みについて、インセンティブを付与する。 

・ 滞納が長期にわたる世帯に対し、納付の勧奨や納付相談、特別療養費の支

給に関する手続きを適切に実施することにより、給付と負担の公平性を確保

するとともに、画一的な取扱いとならないよう、世帯ごとの個別の事情に応

じた手続きを実施するよう助言する。 

・ 香川県国民健康保険団体連合会（以下「国保連合会」という。）と連携し、

収納対策アドバイザーを活用する等、関係職員を対象とした研修を実施する。 

 

４-２ 資格管理の適正な実施に関する事項 

（１）資格管理の適正化対策 

  資格の取得・喪失に係る資格管理事務は、国民健康保険制度の事業運営の基本

となるものであり、市町は、更なる適正化を推進する観点から、次の取組みを実

施する。 

  ・ 資格重複状況結果一覧等を活用し、資格が重複している被保険者の資格喪

失処理を正確かつ迅速に実施する。 

  ・ オンライン資格確認等システム等を活用し、未適用者等を早期かつ的確に

把握するとともに、遡及適用者については、確実に遡及賦課を実施する。 

  ・ 外国人の適正な適用を行うため、外国人登録部門等との連携を図り、国保
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制度の周知徹底等を図る。 

  ・ 居所不明の被保険者に係る資格喪失の確認は、取扱要領に基づき、早期に

調査を実施し、その解消に努める。 

 

（２）マイナンバーカードと保険証の一体化 

  マイナンバーカードを保険証として利用することにより、医療情報が連携され、 

 より良い医療を受けることが可能となる等、被保険者の利便性向上に繋がること

から、市町は、マイナンバーカードの保険証利用等の取組みを推進する。 

  また、マイナンバーカードによりオンライン資格確認を受けることができない

状況にある者が必要な保険診療等を受けられるよう、資格確認書を発行する。 

  県と市町は、マイナンバーカードを保険証として利用するメリット等について、 

 丁寧な広報活動を実施する。 

 

５ 保険給付の適正な実施に関する事項 

（１）レセプト二次点検 

  レセプト二次点検については、全市町が国保連合会の共同事業として業務の効

率化を図っている。 

  国保連合会は、一次審査の原審査理由を二次点検の点検項目に取り入れる等、

点検効果の更なる向上を図るとともに、県は、初任者を対象とした研修を実施す

ることにより、市町職員の知識向上を図る。 

 

（２）療養費の支給の適正化 

  柔道整復師の施術に係る療養費の支給については、市町の多くが二次点検や患

者調査を委託により実施している。今後は、事務処理を標準化し、将来的には共

同処理による効率化を検討する。 

  また、不正が疑われる施術所等への対応については、国保連合会や市町間で連

携を取りつつ厳正に対処するとともに、施術の必要性を個々に確認する必要があ

ると合理的に認めた患者については、当該患者に対する施術について受領委任の

取扱いを中止し、償還払いに戻す仕組みについても、作業部会で研究する。 

  はり師、きゅう師及びあん摩・マッサージ・指圧師の施術に係る療養費の支給

の適正化についても、柔道整復師の施術と同様、共同処理を検討する。 

  その他、療養費の支給対象に関する正しい知識を普及させるため、県と市町は、 

 被保険者等に対する適切な周知、啓発を実施する。 
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（３）第三者求償の取組強化 

  第三者求償事務については、全市町が案件毎に国保連合会に委託し、業務の効

率化を図っている。 

  市町は、国通知に基づく数値目標を設定しつつ、国保連合会と連絡を密にしな

がら適切に事案管理する。 

  国保連合会は、求償案件が確実に抽出できるよう、医療機関へ協力依頼するこ

とに加え、損害保険会社と連携を取り、時期を捉えた求償を行う。また、県と連

携して研修を実施し、市町職員の知識向上を図る。 

  県は、広域的な対応が必要で専門性の高い案件の都道府県委託制度の導入につ

いて、市町や国保連合会の事務処理の実態を踏まえて検討する。 

  その他、第三者行為による被害の届出義務を広く普及させるため、県と市町は、 

 被保険者等に対する適切な周知・啓発を実施する。  

 

（４）県による保険給付の点検等 

  県は、「県による保険給付の点検に係る方針」に基づき、引き続き、広域的か

つ医療に関する専門的で幅広い視点から保険給付の点検等を実施する。 

 

（５）不正請求等に係る診療報酬の返還 

  県は、「不当利得の回収に係る事務処理方針」に基づき、市町から委託を受け

た場合、市町の事務負担軽減の観点から、取りまとめや関係者との連絡調整を担

うなどの対応を行う。 

  市町は、国通知に基づき、引き続き、適正な債権管理を実施する。 

 

（６）高額療養費の多数回該当の取扱い 

  県も国民健康保険の保険者であることから、被保険者が県内の他市町へ住所異

動をした場合、世帯の継続性が認められるときは、当該被保険者の高額療養費の

多数回該当に係る該当回数は、前住所地から通算されることとなる。 

  なお、世帯の継続性の判定については、国の示す参酌基準によるものとする。 

 

６ 医療費適正化に関する事項  

国民健康保険の安定的な財政運営及び被保険者の健康の保持増進のために必要  

な医療費の適正化の取組みを行う。 

 

（１）医療費の適正化に向けた取組み 
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① 医療費通知書の送付 

   医療費通知書送付については、全市町が国保連合会の共同事業として業務の

効率化を図っている。市町は、マイナポータル上の医療費通知情報の活用状況

を考慮しつつ、取組みを継続する。 

 

② 後発医薬品（ジェネリック医薬品）等の使用促進 

 後発医薬品差額通知書作成については、全市町が国保連合会の共同事業とし

て業務の効率化を図っている。 

   市町は、供給状況に配慮しながら、後発医薬品差額通知を継続する。 

   県は、後発医薬品の使用に関し、ジェネリック医薬品安心使用促進協議会等

を活用し、関係団体を通じた医療機関への理解促進・協力依頼を行う。バイオ

後続品の使用促進については、国の動向を踏まえて対応する。 

 

③ 医療費適正化に係る広報の実施 

 医療費適正化に係る広報については、県、市町ともに、広報誌やホームペー

ジ等を活用した活動を実施しているが、今後は、SNS 媒体を利用した広報等、

新たなツールを活用した活動についても検討する。 

   県は、引き続き、広域的な広報活動を実施するとともに、市町と連携した取

組みや必要な支援を行う。 

 

④ 高医療費市町の指定 

県は、医療に要する費用の額が、災害等の特別事情による額を控除しても、

著しく多額である市町を高医療費市町に指定する。 

  指定された市町は、適正な医療水準に向けて、高医療費の要因分析を行い、

特定健康診査・特定保健指導の実施率の向上や糖尿病性腎症等重症化予防対策

等の保健事業の推進、適正受診の啓発等、計画的に医療費適正化に取り組む。 

 

（２）保健事業の取組み 

① データヘルス計画に基づく効果的・効率的な保健事業の実施 

データヘルス計画については、全市町が策定し、計画に沿って事業を実施し

ており、引き続き、適切な評価を行いながら、効果的・効率的な保健事業を実

施する。 

県は、保健事業支援・評価委員会等において、市町に対して、保健事業の評

価及び計画策定等への助言を行うとともに、県ヘルスアップ事業を通じて、市
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町の取組状況を把握し、県全体の課題について、取り組むべき事業、評価指標

等を検討し、保健事業の標準化を図る。 

国保連合会は、市町職員の専門知識が向上するよう、必要な研修を実施する。 

 

② 「香川県糖尿病性腎症等重症化予防プログラム」に係る取組み 

   糖尿病性腎症等重症化予防対策については、全市町が「香川県糖尿病性腎症

等重症化予防プログラム」を活用し取り組んでおり、引き続き事業を実施する。 

   県は、国保連合会と連携して、市町が PDCA サイクルに沿って事業を実施で

きるよう、市町の事業実施状況の比較や対象者の経年変化分析を行う等、市町

の取組みを支援する。 

 

③ 特定健康診査・特定保健指導の実施率向上 

   特定健康診査・特定保健指導については、全市町が受診勧奨等により受診率

の向上に努めており、特定健康診査の県平均は全国平均より高い状況にあるが、

取組方法等の差異により、市町間には差が生じている（表 10）。 

   市町は、受診者の利便性を高めるよう、健診実施の日時、場所、費用負担等

を工夫しながら受診勧奨を行い、また、保健指導においては、ＩＣＴの活用も

検討し、行動変容につながる指導を実施する。 

   県は、国保連合会と連携し、市町の取組状況を把握し情報共有するとともに、  

市町の意見を十分に踏まえ、事務の標準化を検討する。 

 

表 1０：特定健康診査・特定保健指導実施率（単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：（公社）国民健康保険中央会「市町村国保 都道府県別特定健康診査等 
    実施状況」、香川県国民健康保険団体連合会調べ 

 

④ 適正服薬等に係る取組み 

   重複・頻回受診者や重複多剤投与者に対する取組みについては、市町の多く

が保健指導を実施しているが、対象者の実態を十分把握しつつ、より効果的に
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実施する必要がある。 

県は、香川県薬剤師会と連携を取り、新たに開始された電子処方箋の仕組みも

活用する等、市町の取組みが効率的・効果的なものとなるよう支援する。 

 

⑤ 個人が行う健康づくりの促進 

健康ポイント事業を活用して、被保険者自らが行う健康保持への行動や成果

に対しインセンティブを提供するなど、被保険者の自発的な取組みの促進を図

る。 

 

（３）医療費適正化計画との整合性 

県と市町は、医療費適正化計画に定められた目標を踏まえ、医療費適正化に取

り組むことに加え、香川県保険者協議会やその構成員と連携することにより、事

業の効率化を図る。 

 

７ 市町が担う事務の効率化、広域化の推進に関する事項 

（１）効率化、広域化の推進に関する考え方 

① 国保連合会において共同実施している事務 

  これまで国保連合会において共同実施していた事務は、引き続き共同で実施

しつつ、県、市町及び国保連合会は、香川県市町国保広域化等連携会議（以下

「連携会議」という。）及び作業部会で検討し、一層の効率化を図る。 

 

② 市町が単独で実施している事務 

  事務処理の標準化や広域的な実施により効率化を図ることが可能な事務に

ついては、連携会議及び作業部会で検討する従来の取組みに加え、保険料水準

の統一を目指すこととしていることも踏まえ、市町が行う全ての事務について、

改めて標準化や広域的実施による効率化を検討する。 

 また、広域的な事務執行体制のあり方についても調査・研究する。  

 

（２）効率化、広域化の推進を検討する個別の事務 

① 国保連合会において共同実施している事務（表 11） 

 引き続き事務を共同実施するとともに、一層の効率化を検討する。 
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表 11：国保連合会において共同実施している事務 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 標準化の推進を検討する事務（表 12） 

   県と市町が事務の標準的な取扱いを定め、これを基本として事務の標準化を

検討する。 

         

表 12：標準化の推進を検討する事務 
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③ 広域化の推進を検討する事務（表 13） 

  市町がそれぞれ実施している事務について、広域的な実施を検討する。 

      

表 13：広域化の推進を検討する事務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携に関する事項  

 国民健康保険制度の課題解決については、介護・福祉などとの横断的な連携が必

要である。県は、これまでも広域的な立場から医療提供体制の確保や保健・医療・ 

福祉サービスの推進に向けた役割を担ってきており、引き続き、「保健医療計画」 

や「健やか香川 21 ヘルスプラン」、「高齢者保健福祉計画」等との連携を図りなが 

ら、保健・医療・福祉サービスの総合的な推進を図る。 

 

（１）地域包括ケアの構築に向けた取組み 

市町は、地域包括ケアシステムの構築に向け、保健医療と福祉サービスに関す

る施策とその他の関連施策との連携がより一層進むよう、介護・保健・福祉・住

まい等部局横断的な議論の場へ参画することに加え、施策の実施に際しても積極

的に関わる。  

 

（２）後期高齢者医療制度と一体的に取り組む保健事業 

健康保険法の改正により、令和２年度から高齢者の心身の多様な課題に対し、

きめ細かな支援を実施するため、後期高齢者医療制度の保健事業については、市

町において介護保険の地域支援事業や国民健康保険の保健事業と一体的な取組
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みを実施することとなったことから、市町は、介護部局と連携しながら、後期高

齢者も含めた健康づくりを行う。 

 

（３）KDB・レセプトデータを活用した健康事業・介護予防・生活支援の対象とな

る被保険者の抽出 

市町は、国民健康保険データベース（ＫＤＢ）システム及びレセプトデータ等

の健診・医療に係る情報基盤を活用し、健康事業・介護予防・生活支援の対象者

の抽出、受診勧奨等を行う。 

国保連合会は、健康事業等の対象となる被保険者の抽出が的確に行われるよう、

KDB データの提供や活動方法の指導等、必要な支援を行う。 

 

（４）国民健康保険直営診療施設における地域包括ケアの推進に向けた取組み 

国民健康保険直営診療施設では、地域包括支援センター、居宅介護事業所、通

所介護施設等、様々な施設との連携を図りながら、地域包括ケアに関する取組み

を行う。 

市町は、国民健康保険直営診療施設における取組みを支援する。 

 

９ 施策の実施のために必要な関係市町相互間の連絡調整等 

（１）香川県市町国保広域化等連携会議及び作業部会における継続的な協議 

県は、連携会議及び作業部会等を開催し、保険料水準の統一に向けた検討や事

業実施に必要となる事項、香川県国民健康保険運営協議会に報告する取組状況及

び評価等について、意見交換及び調整を行う（図６）。 
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図６：施策の実施に必要となる事項の検討体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）職員研修の実施 

県及び国保連合会は、国民健康保険の安定的な運営に向け、必要な研修を実施

する。 

県は、国保連合会と共同して、年度当初に研修計画を市町に送付し、市町は計

画的に職員を参加させる。 

 

 県（医務国保課国民健康保険室） 

 市町（国民健康保険主管課等） 

 国保連合会 

香 川 県 市 町 国 保 

広域化等連携会議 

作 業 部 会 

財政運営・保険料(税) 給付・医療費適正化 資 格 管 理 


